
 

 

 

令和５年度 第２回 久留米市福祉有償運送運営協議会 

 

次 第 
 

■日 時 令和５年８月９日（水）１０：００～ 

■場 所 久留米市庁舎３階３０１会議室 

 

 

１ 開 会                      

 

 

２ 説 明 

   

（１）令和５年第１回会議での決定事項について・・・・・資料１ 

 

（２）久留米市福祉有償運送運営協議会運営指針（案）について・・資料２ 

 

 

３ 協 議 

 

  （１）久留米市福祉有償運送運営協議会運営指針について・・・・・資料２ 

 

 

 

４ その他 

 

（１）様々な移動手段の広報等について・・・・・・・・・・・・資料３ 

 

５ 閉 会 

 

 

 

【配布資料】 

資料 １   令和５年第１回協議会での決定事項等について 

資料 ２   久留米市福祉有償運送運営協議会運営指針（案）について 

資料 ３   様々な移動手段の広報等について 

（参考資料 1）   令和５年度第１回久留米市福祉有償運送運営協議会議事録 

（参考資料 2） 久留米市福祉有償運送運営協議会委員名簿 

（参考資料 3）   久留米市福祉有償運送運営協議会設置要綱 

    



 資料１ 

令和５年度第１回久留米市福祉有償運送運営協議会での決定事項等 

1．決定事項 

（１）久留米市においては、福祉有償運送を導入する段階に至っていない 

  ・市内においてはタクシー、福祉輸送事業限定事業者により、福祉有償運送の対象となる方の

移動手段は確保されており、かつ、同稼働率も低い。 

（２）様々な移動手段についての周知 

  ・移動手段が必要となった際に、実際に既存のタクシーや福祉輸送事業限定事業者について、

利用ができるような情報の周知が必要。 

 

２．主な意見への対応等 

・（１）については、久留米市福祉有償運送運営協議会運営指針（案）を掲載しています。 

 ・（２）については、本協議会は、福祉有償運送の必要性、旅客から収受する対価その他の福祉有

償運送を行うために必要となる事項について協議する場となっております。 

タクシーや福祉輸送事業限定事業者の周知等を行う権能は有していませんが、市健康福祉部

にて検討している「移動手段の周知策（案）」について、資料３にてご報告いたします。 

 



 資料２ 

久留米市福祉有償運送運営協議会運営指針（修正案） 
 

１．目的 

本指針は、道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号。以下「規則」という。）第４９

条第２号に定める福祉有償運送において、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」と

いう。）第７９条の登録に先立ち必要とされる、久留米市福祉有償運送運営協議会（以下「協議会」

という。）における方針を定める。 

 

２．方針 

  久留米市においては、タクシー等の公共交通機関によって要介護者、身体障害者等に対する十分

な輸送サービスが確保されていると判断されるため、福祉有償運送を導入する段階に至っていない。 

  なお、久留米市において福祉有償運送を新規で実施する団体の申し出があった場合又は、久留米

市の福祉有償運送をとりまく環境の変化に応じ、その都度、久留米市における福祉有償運送の必

要性について協議会において協議を行う。 

 

（附則） 

この指針は、平成１７年７月１日から施行する。 

 

この指針は、令和５年 月 日から施行する。 



 

 

資料３ 

様々な移動手段の広報周知について 

1．広報周知（案） 

・本協議会は、福祉有償運送の必要性、旅客から収受する対価その他の福祉有償運送を行うために

必要となる事項について協議する場となっております。 

本協議会としてはタクシーや福祉輸送事業限定事業者の周知等を行う権能は有していませんが、

市健康福祉部にて検討している「移動手段の周知策（案）」について、ご報告いたします。 

 

障害をお持ちの方や介助が必要な方などで、公共交通機関を利用して移動することが困難な方の 

外出のサポートとなるよう、福祉輸送事業限定事業者の情報の一覧表作成・公表を行う  

・市ホームページでの周知 

・市福祉窓口への配置等 



久留米市福祉有償運送運営協議会 

令和５年度 第１回 会議事録（要旨） 

 

 

１ 開催日時：令和５年５月３１日（水曜日） １０時００分開会 １１時１５分閉会 

２ 会場  ：市本庁舎３階 ３０１会議室 

３ 出席者 ：委員１２名  

       東委員（代理:赤松）・濵﨑委員・豊福委員・坂井委員・永松委員・奥村委員 

・飛永委員・篠倉委員・森委員・吉田委員・宮原委員・青井委員 

事務局 

       長寿支援課４名：（古賀課長・鹿毛補佐・段野主査・萩原） 

 障害者福祉課：下津浦補佐 

４ 欠席者 ：なし 

５ 傍聴者 ：なし 

 

 

１．開会 

２．説明 

  （１）第２回会議での意見のポイントについて 

  （２）久留米市内に事業所を有する福祉輸送事業限定事業者アンケート結果について 

３．協議 

（１）久留米市における福祉有償運送の必要性について 

４．その他 

５．閉会 

 

 

・次第 

・資料１   第２回久留米市福祉有償運送運営協議会での意見のポイント 

・資料２   久留米市内に事業所を有する福祉輸送事業限定事業者アンケート結果 

・資料３   福祉有償運送をとりまく久留米市の現状について 

・資料４   タクシー事業者、福祉輸送事業限定事業者と福祉有償運送との比較 

・資料５   久留米市福祉有償運送運営協議会委員名簿 

・参考資料１ 令和４年度第２回久留米市福祉有償運送運営協議会議事録 

・参考資料２ 久留米市福祉有償運送運営協議会設置要綱 

 

 

１．開会 

 事務局より委員総数 12 名のうち出席 12 名で、「久留米市福祉有償運営協議会設置要綱」第 6

条にもとづき、会議が成立する旨の報告。 

会議の公開について  会議内容を公開する旨の報告 

会議の傍聴について   傍聴希望者なしの報告 

 

開催要領 

議事次第 

配付資料 

議事録 

参考資料１ 



２．説明 

  （１）令和４年度第２回会議での意見のポイントについて、資料 1を事務局より説明 

（２）久留米市内に事業所を有する福祉輸送事業限定事業者アンケート結果について、資料２

を事務局より説明 

 

 〇質疑応答 

副 会 長：資料２の車両稼働率について、40といった数字が並ぶ中で 1や 3といった数字もあるが、

これも稼働率で間違いないのか。 

事 務 局：事業者に確認したところ、間違いないということだった。 

委  員：資料２のアンケート結果を見ると、福祉輸送限定事業者の稼働率平均は 30％を下回って

いる。十分、タクシーと福祉輸送事業限定事業者だけでまだ対応できる範囲であると思

う。 

副 会 長：コロナ禍後のタクシー事業の動向はどのようか。 

委    員：地域での格差はあるが、久留米市ではコロナ禍以前とまではいかないが、利用者は増え

てきている。 

委    員：一般的にタクシーのドライバーは年々減ってきており、市内でも３分の２ほどになって

きている事業所もある。夕方から夜にかけて福祉の対応ができるタクシードライバーは

いない。 

会  長：これまでの会議の中で、タクシー会社ではカバーできない部分を福祉有償運送がカバー

し、お互いに支えあう仕組みづくりがあればという意見もあった。今回、市内に福祉輸

送事業限定事業者が 26社あることが分かった。 

この事業者について、市民への周知が足りていないと感じる。障害者の利用実態を含め

た意見を伺いたい。 

委    員：障害の種類によって異なるが、若い人で車いすに乗っている人は、自身でバスに乗って

移動することが多い。年配の方ほどタクシーに乗って移動する。 

何かあったらタクシーでという認識が強いため、もっと様々な移動手段があることにつ

いて、情報提供があると良いと思う。 

会  長：市内には、福祉輸送事業限定事業者これだけがあることを周知し、その稼働率を上げる

取り組みが必要であると感じる。 

委    員：タクシーに乗る際に市の福祉タクシー券を使えば、距離にもよるがタクシーと福祉有償

運送との金額に大差はない。また、市内のタクシー、福祉輸送事業限定事業者の稼働率

がこれだけ低いのであれば、まずは稼働率を高くすることが重要であると思う。稼働率

を見ると、福祉有償運送は現状では必要ないと言わざるを得ない。 

委    員：福祉有償運送を導入し多くの移動手段の選択肢を増やすよりも、移動手段を利用する状

況になった時に実際に利用できるような情報の周知が必要であると思う。 

委    員：今回の議論からはずれるが、前回までの会議で事務局より示された、福祉有償運送の運

営指針では NPO が福祉有償運送の輸送サービスの対象者を審査するとのことだったが、

その後、監査する体制がないのは問題である。 

 

 

 

 



（３）各種事業者間の制度の違いについて、資料 4を事務局より説明 

 

〇質疑応答 

会  長：先ほど委員が述べていた福祉有償運送輸送サービス対象者への審査について、事務局よ

り説明を願いたい。  

事 務 局：現段階では監査に関する具体案はないが、チェックシートを作成し、そのチェックシー

トを用いるなどの仕組みは必要になってくると考えている。 

 

３．協議 

（１）福祉有償運送の必要性について 

 

〇協議 

会  長：各事業の制度の違いと福祉輸送事業限定事業者のアンケート調査結果を踏まえ福祉有償

運送の必要性について各委員にご意見いただきたい。  

委    員：タクシー、福祉輸送事業限定事業者などの緑ナンバーの車は、運輸局の指導の下、運行

管理者を選任し、安全管理することが求められているが、白ナンバーで運行できる福祉

有償運送はその義務付けがなく、安全管理に懸念がある。 

現状、タクシー、福祉輸送事業限定事業者の稼働率が低いため、まずは多くの方に移動

手段を周知し、稼働率をあげていくことが必要であると思う。 

委    員：まずはタクシー、福祉輸送事業限定事業者があるということを利用者に周知してくこと

が必要であると考える。それでも状況が改善しない時に福祉有償運送について議論すべ

きである。 

委    員：まずは、タクシー、福祉輸送事業限定事業者についての情報が行き届いてから福祉有償

運送について考えるべきであると思う。 

委    員：必要な人が必要な時に使えることが大切。 

福祉有償運送が市内に入ることで、タクシーや福祉輸送事業限定事業者の事業が成り立

たなくなる懸念がある。まずは、現状の移動手段の稼働率を上げること、そしてアンケ

ートの中にもあるように限定事業者同士の連携が重要になると思う。 

委    員：現在の移動手段をどのようにして活かしていくかが重要。 

障害者、障害者の方以外にも、移動手段を分かりやすいように情報の周知を行い、稼働

率を上げていくことが必要。 

委    員：今ある移動手段を無駄にしないことも大切。しかしながら、タクシーのドライバーが高

齢化し、お客様を介助できなくなってきている。 

若いタクシードライバー確保が厳しい現状もある。 

タクシー会社にはこのような点の改善に尽力頂きたい。 

夜のドライバーも少ない等、この現状下では、福祉有償運送については検討していくし

かないと考える。 

会  長：資料４の表で、福祉輸送事業限定事業者の運転手は介護福祉士等の資格取得が義務付け

られているが、福祉有償運送事業者には義務付けがない。 福祉有償運送事業を導入して

も、介護ドライバーは増えないのではないか。 

 

 



委    員：タクシー事業者で介護の講習を受けているドライバーも高齢化している。その上、若い

ドライバーも入ってきていない。タクシー会社の方は、自身の事業所で賄えるとのこと

だが、ドライバーが少なくなっているからこそ、福祉有償運送や福祉輸送事業限定事業

者でドライバーの人数を増やすことが重要になると考える。 

会  長：タクシー業界では限界が来ているという認識か。 

委    員：限界が来ていると思う。  

委    員：福祉輸送事業限定事業者の稼働率の低い理由としては、車いすに乗っている方や、本来

は福祉車両で移動することが好ましいと思われる方も、通常のタクシーを利用されてお

り、タクシーが多くをカバーしているという現状がある。 

タクシー事業者としても、努力をしている。 

委    員：これからも、タクシー等でカバーできるのか疑問が残る。病院など事業者間での連携が

今後必要であると思う。 

委    員：福祉輸送事業限定事業者の稼働率平均が 30％を切っているということを考えれば、タク

シーや福祉輸送事業限定事業者だけで、十分カバー出来ると思う。 

委    員：確かに、タクシーを使っている人が多いと感じる。福祉輸送事業限定事業者の情報を知

らないためにタクシーを使っている人もいると思うので、情報の周知をしてほしい。障

害者の方は年齢とともに移動が大変になるので、福祉輸送事業限定事業者についての情

報を発信して欲しい。 

委    員：福祉輸送事業限定事業者がこれだけあるとは知らなかった。また、タクシードライバー

の方が介護福祉士等の資格を持っていることも知らなかった。現場のタクシードライバ

ーの方も努力され、大変なのだと感じた。 

委    員：福祉タクシー券を使えばタクシー等の運賃も軽減される。福祉タクシー券を交付してい

る障害者福祉課の窓口などに、福祉輸送事業限定事業者のリストを設置するなどの周知

をしていけば利用も高まっていくと思う。また、ドライバー不足は問題で、労働時間の

制限も厳しくなっていくのではという見通しがあるが、稼動率を高めることで、運賃収

入が増え、業界の体力づくりに繋がり、ドライバーも集まってくるのではと思う。 

福祉有償運送を導入するとなれば、どのような人を対象とするのかを議論していく必要

がある。現段階では必要ないということになっても、福祉有償運送の必要性についての

議論が出てくるたびに検討していくことが必要である。 

会  長：福祉タクシー券の利用実態として、介護タクシーにどのくらい使われているのか。 

事 務 局：市の支払いの実績と照合すればおおよそは分かるが、感覚的には一般のタクシーの方が

多いと思う。 

会    長：タクシーや福祉輸送事業限定事業者を周知して、多くのお客様に乗ってもらい、その料

金で新たなドライバーを確保していくという、持続可能な事業が必要。福祉有償運送は

料金が半額であり、その料金だけで事業を成り立たせるのは難しい。利用者にとっては

料金が安い方が良いが、継続的な制度の維持を考えると、その事業者が大きな範囲をカ

バーできるようなことがないと難しい。しかしながら、久留米市にはタクシーも福祉輸

送事業限定事業者もある。 

実際に利用者ニーズがあるのなら、しっかりとそれを掘り起こして、正当な金額を払っ

てもらい、タクシーや福祉輸送事業限定事業者の事業が、うまく成り立つようにするこ

とが必要なのではないかと思う。 

 



副 会 長：タクシーや福祉輸送事業限定事業者の稼働率を上げていくことが大切。稼働率を上げる

ため障害者の方や高齢者の方に対する周知が大切だと思う。 

ただ情報を発信するだけでは届かないので、障害者団体やケアマネージャーからの口コ

ミなど、周知の方法を考える必要がある。 

     アンケートの中にあるように、福祉輸送事業限定事業者の課題解決に向けて、事業者間

の連絡協議会を設けるなど、今後の検討が必要なのではないか。 

     福祉有償運送の必要性についてだが、委員が仰っていたように、タクシー業界の現状を

将来的に見た時に、今後もタクシー業界に頼っていけるのかという不安がある。 

業界の動きを見ながら、その課題をカバーするために福祉有償運送はあれば良いなと思

うが、現時点で必要であるという判断をすることは難しい。 

福祉有償運送の白ナンバーでの安全性についても、もし事業を行うとなれば行政が徹底

的に指導を行う必要がある。 

委    員：資料４に記載の福祉有償運送事業者の運賃についてタクシー料金の半額となっているが、

行政からの助成はあるのか。 

事 務 局：行政からの助成は無い。 

委    員：福祉有償運送事業に携わる人の人件費や車両の準備に必要な費用はどのようになるのか。

事業として成り立つのか。 

委    員：主として行っている業務に付随して行っているところが多い。福祉有償運送事業のみで、

事業を成り立たせるのは難しいと思う。 

会    長：各委員の意見を総括すると、現時点で久留米市において福祉有償運送事業を導入すると

いう段階には至っていない状況である。 

福祉輸送事業限定事業者へのアンケートを行い、課題が見えてきたので、どのようにし

たら、福祉輸送事業限定事業者の周知ができるのか、事業者間での連携が取れるのかを

検討していきたい。 

今回の案件においては、現時点では久留米市において福祉有償運送の導入決定には至ら

ないということで、意見を整理したいと思うがいかがか。 

全 委 員：同意 

 

４．その他 

事 務 局：次回会議では、本日の方針を反映した運営指針を提示したい。 

開催は７月頃になる予定。 

 

５．閉会 



選　任　区　分 氏　名 所　　　　属　　　　団　　　　体　　　　等

運輸支局等 辻󠄀　美貴善 福岡運輸支局輸送部門首席運輸企画専門官

学識経験者 濵﨑　裕子 久留米大学地域連携センター　顧問

運送利用者の代表 豊福　悦子 久留米市老人クラブ連合会　副会長

運送利用者の代表 坂井　恵子 久留米市身体障害者福祉協会　副会長

住民等代表 永松　千枝 久留米市校区まちづくり連絡協議会　理事

住民等代表 奥村　豊彦 久留米市民生委員児童委員協議会　副会長

ボランティア団体代表 飛永　由記代 久留米市ボランティア連絡協議会　理事

公共交通機関等代表 篠倉　博光 久留米市タクシー協会　会長

一般旅客自動車運送事業者
の事業用自動車の運転者が
組織する団体代表

森　好弘 久留米地区ハイタク労働組合協議会　事務局長

その他市長が必要と認める
者

吉田　裕子 社会福祉法人久留米市社会福祉協議会　事務局長

久留米市 宮原　義治 久留米市健康福祉部　部長

久留米市 青井　浩 久留米市都市建設部交通政策課　課長

久留米市福祉有償運送運営協議会委員名簿

参考資料２



 

 

 

 

久留米市福祉有償運送運営協議会設置要綱 

 

（設置及び趣旨） 

第１条 この要綱は、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）の規定に基づき、 

福祉有償運送（以下「運送」という。）の適正な運営の確保を通じ、久留米市民の福祉の向上を図る 

ため、久留米市福祉有償運送運営協議会（以下「協議会」という。）を設置し、組織及び運営その他 

必要な事項について定める。 

 

（協議事項） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議するものとする。 

(１) 法第７９条の規定に基づき、福祉有償運送の登録（法７９条の６第１項の規定に基づく有効期 

間の更新の登録及び法第７９条の７第１項の規定に基づく変更登録を含む。）を申請する場合に 

おける運送の必要性、旅客から収受する対価に関する事項 

(２) 法第７９条の１２第１項第４号の規定による合意の解除に関する事項 

(３) 協議会の運営方法、福祉有償運送のサービス内容その他福祉有償運送に関し協議会が必要と認 

める事項 

 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１２人以内をもって組織し、次の各号に掲げる者の中から市長が任命又は委嘱 

する。 

(１) 久留米市 久留米市長が指名する職員    

 (２) 運輸支局等 九州運輸局福岡運輸支局長が指名する職員 

 (３) 学識経験者 福祉及び公共交通に識見を有する者 

 (４) 運送利用者の代表 

 (５) 住民等代表 

 (６) ボランティア団体代表 

 (７) 公共交通機関等代表 

 (８) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体代表 

(９) その他市長が必要と認める者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、任期中であっても、本来の職を離れたときは委員の職を失 

う。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員の再任は、これを妨げない。 

 （会長及び副会長） 

参考資料３ 



 

 

 

 

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会は必要に応じて会長が召集し、これを主宰する。 

２ 協議会は、委員の２分の１以上の出席をもって成立する。 

３ 会長が必要と認めるときは、協議会に関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

４ 協議は、出席した委員のうち３分の２以上の賛成で整ったものとする。 

 

（守秘義務） 

第７条 委員は、協議会において知り得た個人の秘密を、他に漏らしてはならない。 

 

（連絡・通報窓口の設置） 

第８条 福祉有償運送に関する相談、苦情、その他に対応するため、連絡・通報窓口を定めるものとす 

る。 

 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、健康福祉部長寿支援課又は障害者福祉課において処理する。 

 

（補則） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成１７年１月３１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成２５年８月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和５年１月２４日から施行する。 


